
戸建住宅は耐震診断最大 10万円・耐震改修工事最大 40万円を補助！！

耐震診断・耐震改修等補助金交付制度
／開発建築課　☎423-3854

いつどこで起こるかわからない地震に備えるには、今できることをすることが大切です。
市では建物の倒壊等の被害から居住する方を守るため、耐震診断・改修等の費用の一部に補助金を交付しています。

補助対象 昭和56年5月31日以前に着工された建築物
■耐震診断補助

《補助金額》
建築物の用途 補助金の額

戸建住宅（併用住宅含む）

耐震診断に
かかった
費用

50％以内で最大５万円まで
※�障害のある方または
65歳以上の方が居住者
に含まれる場合

100％以内で最大10万円まで

共同住宅 50％以内で最大戸数×２万円
かつ100万円まで

住宅以外 50％以内で最大５万円まで

《補助要件》
原則として市内にある建築士事務所の
建築士（有資格者）による診断
※�市内耐震診断業者リスト（掲載希望者）がございますの
で市ホームページをご覧いただくかお問い合わせくだ
さい。

■耐震改修工事・耐震シェルター等設置費補助
《共通》
・耐震診断の結果が耐震基準を満たしていないこと
　※詳しくはお問い合わせください。
《耐震改修工事の補助要件》
・�原則として市内建設業者（建設業法規定の業者）での施工
・耐震改修工事により耐震基準へ適合すること
《耐震シェルター等設置の補助条件》
・�公的機関により、安全性の評価を受けた
耐震シェルター・耐震ベッド
・戸建住宅（併用含む）の1階に設置

《補助金額》
建築物の用途等 補助金の額

戸建住宅（併用住宅含む）

耐震改修工
事にかかっ
た費用

20％以内で最大20万円まで
※�障害のある方または65
歳以上の方が居住者に
含まれる場合

100％以内で最大40万円まで

共同住宅 20％以内で最大戸数×30万
円、かつ1,000万円まで

住宅以外 10％以内で最大100万円まで
耐震シェルター等

購入費およ
び設置にか
かった費用

50％以内で最大40万円まで
※�障害のある方または65
歳以上の方が居住者に
含まれる場合

90％以内で最大40万円まで

表中の※：詳しくはお問い合わせください。

表中の※：詳しくはお問い合わせください。

ブロック塀等撤去費補助金交付制度
地震によるブロック等の倒壊による被害をふまえ、危険なブロック塀等の撤去工事を行う方に補助金を交付しています。

補助対象 市内の道路または公共施設の敷地に面するブロック塀等の所有者または管理者

■ブロック塀等撤去費補助金
《補助要件》
・�道路面または公共施設の敷地面から高さ1m以上で
倒壊のおそれがあるブロック塀等の撤去

※�完了報告書の提出を申請年度の１月末までにお願いし
ます。
ブロック塀等の一部撤去工事は、別途ご相談ください。

《補助金額》
①ブロック塀等の撤去工事に係る経費の80％
②ブロック塀等の見付面積１m2当たり１万円を乗じた額

補助金の額 ①と②の金額を比較して少ない方の金額

塀の安全性の確保は所有者の責任です。取り返
しのつかない事態を未然に防ぐため、まずはブ
ロック塀等の安全点検を行いましょう。

※ただし、補助金の上限は40万円で同一敷地内の工事につき1回限り

朝霞市生け垣等設置推奨補助金制度における生け垣や、緑化フェンスの設
置補助を併用してご活用いただけます。
補助要件等の詳細は、みどり公園課（☎463-0374）へご相談ください。

地震が来る前に、耐震化を検討しましょう！

あなたのお家は大丈夫ですか？

※耐震診断・耐震改修等補助金交付制度の申請を行った申請年度の１月末までに工事完了報告書の提出をお願いします。

市ホームページ
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収益的収支 事業経営に伴う
収入と支出

収入　24億5,998万４千円
支出　24億3,063万８千円

収益的収支 事業経営に伴う
収入と支出

収入　20億3,484万７千円
支出　20億3,484万７千円

資本的収支 施設の改良事業に要する
収入と支出

収入　 8億9,186万７千円
支出　17億6,145万６千円

資本的収支 施設の改良事業に要する
収入と支出

収入　10億2,154万９千円
支出　13億6,959万５千円

問／上下水道総務課　☎462-3366

● 水道事業会計
　水道事業は独立採算制で、事業費は利用者の皆さんからいただく水道料金によって賄われています。
　本年度予算では、１㎥の水を皆さんにお届けする費用（給水原価・税抜）134円12銭に対して、水道料金（供給
単価・税抜）は125円で9円12銭の赤字となり、不足額を水道利用加入金などの収入で補うこととしています。
　このほか、本年度も浄水場設備および老朽管の更新や、管路の耐震化など、多額の費用を要する事業を実施しな
ければならないため、企業債（8億8,500万円程度）を起こす予定です。

● 下水道事業会計
　下水道事業は「雨水公費・汚水私費の原則」により、雨水処理費は税金（公費）で、汚水処理費は下水道使用料

（私費）で賄われることとなっています。
　本年度予算では、雨水処理に要する費用分として雨水処理負担金（2億4,723万9千円程度）を一般会計から繰り
入れる予定です。
　このほか、大字溝沼地内調整池築造事業など、多額の費用を要する事業を実施するため、企業債（6億2,570万
円程度）等を活用し、財源とする予定です。

支出

施設の維持管理費等
10億9,303万2千円水道料金

20億1,987万5千円

県水受水費
7億6,779万円

企業債の支払利息
4,666万8千円

差引収支
2,934万6千円

施設の減価償却費
及び資産減耗費
5億2,314万8千円

水道利用加入金
2億5,300万円

その他
1億8,710万9千円

収入

支出

施設の減価償却費
及び資産減耗費　
8億7,576万4千円

下水道使用料
9億8,157万8千円

荒川右岸流域下水道
維持管理負担金
6億5,084万8千円

施設の維持管理費
4億3,081万8千円

企業債の支払利息等
7,741万7千円

長期前受金戻入
6億8,363万2千円

他会計補助金等
1億2,239万8千円

雨水処理負担金
2億4,723万9千円

収入

支出

浄水場設備更新事業費等
11億4,802万円

企業債
8億8,500万円

企業債の返済
5億4,093万1千円

その他
7,250万5千円

＊不足額については損益勘定留保資金などで補います。

負担金等
686万7千円

不足額
8億6,958万9千円

収入

支出

雨水ポンプ場整備費 
6億7,200万円

汚水管渠整備費
2億5,773万2千円

企業債
6億2,570万円

＊不足額については損益勘定留保資金などで補います。

荒川右岸流域下水道
事業費負担金
1億5,706万3千円
雨水管渠整備費
8,168万9千円

企業債の返済等
2億111万1千円

国庫補助金
2億6,390万円

負担金等
1億3,194万9千円

不足額
3億4,804万6千円

収入

令和４年度（2022年度）
朝霞市水道事業・下水道事業会計予算概要 
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